
（単位：円）

科       目 当年度 前年度 増  減

 Ⅰ 資産の部

    1.流動資産

　   　　現金預金 57,552,302 53,122,771 4,429,531

　   　　未収金 6,080 28,044 △ 21,964

　   　　前払費用 1,410,761 1,759,627 △ 348,866

         流動資産合計 58,969,143 54,910,442 4,058,701

    2.固定資産

    (1)特定資産

　   　　退職給付引当資産 6,207,202 5,706,968 500,234

　   　　交通政策研究特定資産 14,095,759 14,095,759 0

　   　　道路経済研究特定資産 62,011,049 63,111,049 △ 1,100,000

　   　　駐車政策及び交通政策研究特定資産 35,100,000 37,100,000 △ 2,000,000

         特定資産合計 117,414,010 120,013,776 △ 2,599,766

    (2)その他固定資産

　   　　事務所差入保証金 7,844,850 7,844,850 0

         その他固定資産合計 7,844,850 7,844,850 0

         固定資産合計 125,258,860 127,858,626 △ 2,599,766

         資産合計 184,228,003 182,769,068 1,458,935

Ⅱ 負債の部

    1.流動負債

　   　　未払金 23,034,673 20,580,665 2,454,008

　   　　預り金 176,499 306,765 △ 130,266

         流動負債合計 23,211,172 20,887,430 2,323,742

    2.固定負債

　   　　退職給付引当金 6,207,202 5,706,968 500,234

         固定負債合計 6,207,202 5,706,968 500,234

         負債合計 29,418,374 26,594,398 2,823,976

Ⅲ 正味財産の部

    1.指定正味財産

　   　　事務所差入保証寄付金 7,844,850 7,844,850 0

　   　　交通政策研究寄付金 14,095,759 14,095,759 0

　   　　道路経済研究寄付金 62,011,049 63,111,049 △ 1,100,000

　   　　駐車政策及び交通政策研究寄付金 35,100,000 37,100,000 △ 2,000,000

         指定正味財産合計 119,051,658 122,151,658 △ 3,100,000

      (うち特定資産への充当額) (111,206,808) (114,306,808) (△3,100,000)

    2.一般正味財産 35,757,971 34,023,012 1,734,959

      (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

         正味財産合計 154,809,629 156,174,670 △ 1,365,041

         負債及び正味財産合計 184,228,003 182,769,068 1,458,935

貸 借 対 照 表
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（単位：円）

科       目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　計

 Ⅰ 資産の部

    1.流動資産

　   　　現金預金 26,887,165 30,665,137 57,552,302

　   　　未収金 6,080 0 6,080

　   　　前払費用 791,211 619,550 1,410,761

         流動資産合計 27,684,456 31,284,687 0 58,969,143

    2.固定資産

    (1)特定資産

　   　　退職給付引当資産 1,883,011 4,324,191 6,207,202

　   　　交通政策研究特定資産 14,095,759 0 14,095,759

　   　　道路経済研究特定資産 62,011,049 0 62,011,049

　   　　駐車政策及び交通政策研究特定資産 35,100,000 0 35,100,000

         特定資産合計 113,089,819 4,324,191 0 117,414,010

    (2)その他固定資産

　   　　事務所差入保証金 0 7,844,850 7,844,850

         その他固定資産合計 0 7,844,850 0 7,844,850

         固定資産合計 113,089,819 12,169,041 0 125,258,860

         資産合計 140,774,275 43,453,728 0 184,228,003

Ⅱ 負債の部

    1.流動負債

　   　　未払金 22,866,827 167,846 23,034,673

　   　　預り金 111,109 65,390 176,499

         流動負債合計 22,977,936 233,236 0 23,211,172

    2.固定負債

　   　　退職給付引当金 1,883,011 4,324,191 6,207,202

         固定負債合計 1,883,011 4,324,191 0 6,207,202

         負債合計 24,860,947 4,557,427 0 29,418,374

Ⅲ 正味財産の部

    1.指定正味財産

　   　　事務所差入保証寄付金 0 7,844,850 7,844,850

　   　　交通政策研究寄付金 14,095,759 0 14,095,759

　   　　道路経済研究寄付金 62,011,049 0 62,011,049

　   　　駐車政策及び交通政策研究寄付金 35,100,000 0 35,100,000

         指定正味財産合計 111,206,808 7,844,850 0 119,051,658

      (うち特定資産への充当額) (111,206,808) (0) (111,206,808)

    2.一般正味財産 4,706,520 31,051,451 0 35,757,971

      (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

         正味財産合計 115,913,328 38,896,301 0 154,809,629

         負債及び正味財産合計 140,774,275 43,453,728 0 184,228,003

貸借対照表内訳表
令和７年３月３１日現在



１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有有価証券･････････････････償却原価法（定額法）によっている。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。

(3)固定資産の減価償却の方法

該当なし。

(4)引当金の計上基準

退職給付引当金･･････････････････････････期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額

　　　　　　　　　　　　　　　 を計上している。

(5)リース取引の処理方法

該当なし。

(6)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

(7) 保証金

事務所差入保証金･･････････････････守住工業との借室契約に伴う保証金である。

ただし保証金のうち10％は返還されないので

償却処理をし、その残額を計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　

３ ．会計方針の変更

該当なし。

４ ．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 特定資産

退職給付引当資産 5,706,968 500,234 0 6,207,202

交通政策研究特定資産 14,095,759 0 0 14,095,759

道路経済研究特定資産 63,111,049 0 1,100,000 62,011,049

駐車政策及び交通政策研究特定資産 37,100,000 0 2,000,000 35,100,000

120,013,776 500,234 3,100,000 117,414,010

５ ．特定資産の財源等の内訳

　　 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

 特定資産

退職給付引当資産 6,207,202 － － 6,207,202

交通政策研究特定資産 14,095,759 14,095,759 － －

道路経済研究特定資産 62,011,049 62,011,049 － －

駐車政策及び交通政策研究特定資産 35,100,000 35,100,000 － －

117,414,010 111,206,808 － 6,207,202

６ ．担保に供している資産

該当なし。

財務諸表に対する注記

科　  目

科　  目

合 　計

当期末残高

合 　計
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７ ．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行って

　いる場合）

該当なし。

８ ．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし。

９ ．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時　　価 評価損益

 特定資産

 道路経済研究特定資産

楽天グループ株式会社第21回無担保社債 14,000,000 13,970,600 △ 29,400

14,000,000 13,970,600 △ 29,400

１０．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

 寄付金

　交通政策研究寄付金 日本交通政策研究会 14,095,759 0 0 14,095,759

　道路経済研究寄付金 (財)道路経済研究所 63,111,049 0 1,100,000 62,011,049
(財)駐車場整備
　　推進機構 37,100,000 0 2,000,000 35,100,000

114,306,808 0 3,100,000 111,206,808

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　額

経常収益への振替額

交通政策研究寄付金 0

道路経済研究寄付金 1,100,000

駐車政策及び交通政策研究寄付金 2,000,000

3,100,000

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし。

１３．重要な後発事象

該当なし。

内　　容

合　計

当期末残高

科　  目

前期末残高 当期減少額補助金等の名称
貸借対照表上

の記載区分  

合 　計

指定正味財産

指定正味財産

当期増加額交付者

指定正味財産

合　計

　駐車政策及び
  交通政策研究寄付金
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１ ．特定資産の明細

財務諸表に対する注記4で記載しているので省略する。

２ ．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 5,706,968 500,234 0 0 6,207,202

附 属 明 細 書

科　目 期末残高
当期減少額

期首残高 当期増加額


